
１　総括

（１）　人件費の状況（普通会計決算）

A B

人

（２）　職員給与費の状況（普通会計決算）

人 千円 千円 千円 千円 円 円

（注） 1 職員手当には退職手当を含みません。

2 職員数は、平成30年4月1日現在の人数です。（教育長を除く）

3 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含みません。

（３）　ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（例）

（注） 1 　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の

差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

2 （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と

地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。

3 　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

 （４）　給与改定の状況　（当市は人事委員会を設置していない）

　①月例給

人事委員会の勧告
民間給与

Ａ Ｂ
円

人事委員会の勧告
民間の支給
　　　割合 Ａ 　支給月数 Ｂ

月

 （5）　給与制度の総合的見直しの実施状況について

①　給料表の見直し

・　激変緩和のため、３年間（平成30年3月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

②　その他の見直し内容

・　管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年4月1日実施）

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 （1）　 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成31年4月1日現在）

①　一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

  ②特別給（期末・勤勉手当）

(注) 「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合。「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

月 月 月

Ａ-Ｂ

御 前 崎 市 の 給 与 ・ 定 員 管 理 等 に つ い て

区　分
住民基本台帳人口 歳 出 額 実質収支 人　件　費 人件費率 (参考)

（平成31年1月1日時点） B / A 平成29年度の人件費率

平成30年度
千円 千円 千円 

32,733 16,708,483 462,854 2,679,885 16.0%

平成30年度
379 1,138,374 704,103 488,064

16.1%

区　分 職員数
（参考）
一人当たり給与費

給　　料

（参考）
国の改定率

公務員給与

A うち期末・勤勉手当 B /A  職員手当

較差 勧告

（改定月数）

Ａ-Ｂ （改定率）

平成30年度 円 円
（　　　　　　％）

％

区分

(注) 「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の4月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額である。

給与改定率

月 ％

％ ％

区分 年間支給月数
（参考）

国の年間
支給月数

公務員の 較差 勧告

340,127

・　行政職給料表（一）、行政職給料表（二）、医療職給料表（二）及び医療職給料表（三）について、国の見直し内容を踏まえて
　引下げ。（平成27年4月1日実施）

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額
(国比較ベース)

区　分

平成30年度

静岡県 42.5 332,600 430,686 370,025

御前崎市 40.6 306,300 360,300

国 43.4 329,433 - 411,123

類似団体 42.1 314,695 368,118 339,416

給　　　　　与　　　　　費

1,842,477

計 B

5,770,000

（参考）
類似団体(Ⅰ-0)平
均一人当たり給与費

4,861,417

90

95

100

105

110

御前崎市 類似団体平均 全国市平均

H28
97.6
(97.6)

H31
97.6

H31
98.9

H28
99.1

H31
98.9
(98.9) H28

97.7

H29
98.3
(98.3)

H30
97.7
(97.7)

H29
97.6

H30
97.7

H29
99.1

H30
99.1
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②　技能労務職

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています（平成28年～30年の3ヶ年平均）。

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

（注）  1 　「平均給料月額」は平成30年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
    2

　また、「平均給与月額(国比較ベース)」は、比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。

3 一般行政職とは、幼稚園教諭、保健師、医療職、消防職、企業職、技能労務職などを除く事務職です。

（2） 　職員の初任給の状況（平成31年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3）　 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成31年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

(注） 経験年数区分に該当する職員が3名以下の場合は平均給料月額を記載していません。

３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）　一般行政職の級別職員数等及び給料表の状況（平成31年4月1日現在）

円 円 人 ％

円 円 人 ％

円 円 人 ％

円 円 人 ％

円 円 人 ％

円 円 人 ％

円 円 人 ％

人 ％

(注） 1 御前崎市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

390,000

363,200

-

-

20年以上～25年未満 25年以上～30年未満

364,200

329,300

-

３級 230,000 350,000

304,200

区分

公務員 民間

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額
　　　　　　　　A

平均給与月額
  (国比較ベー

ス)
対応する民間の類似職種 平均年齢

平均給与月額
　　　　　　　　B

A　/　B

39.4歳 20人 229,000円 266,200円 240,825円 - - - -

52.3歳 6人 288,650円 301,926円 294,050円 調理士 43.9歳 271,700円 1.111

54.7歳 160人 315,500円 363,285円 337,140円 - - - -

50.9歳 2,431人 287,312円 － 329,380円 - - - -

14人 307,303円 331,875円 319,853円 - -

御前崎市 静岡県 国

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された
　　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

類似団体

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などすべての諸手当の額を合計したもので
あり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

高 校 卒 -

51.3歳 - -

区　　　　分

一般行政職

技能労務職

大 学 卒 274,200 338,600

15年以上～20年未満

中 学 卒 - 140,608

高 校 卒 - 285,500

高 校 卒 - -

中 学 卒 - - -

8 3.8 部長級部長

区　分
１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

職制上の段階

職員数 構成比 段階
標準的な職務内容

６級 319,200 410,200 27 12.9 課長級課長、局長

７級 362,900 444,900

25.4 係長級

５級 288,900 393,000 28 13.4

40 19.1

課長
補佐級

４級 263,000 384,300 53

課長補佐

係長、総括主任

主任

19 9.1

１級 144,100主事 247,600 34 16.3

主査

209 100.0

係員

計

２級 194,000

一般行政職

技能労務職

御前崎市

うち調理員

静岡県

国

区　　　　分

-

180,700 190,738 180,700

10年以上～15年未満

大 学 卒

153,548 -

高 校 卒 148,600 155,891 148,600

1級, 16.3% 1級, 14.6%
1級, 8.9%

2級, 9.1% 2級, 10.8%

2級, 7.4%

3級, 19.1% 3級, 19.7%
3級, 34.7%

4級, 25.4% 4級, 24.4%

4級, 20.3%

5級, 13.4% 5級, 14.6% 5級, 13.4%

6級, 12.9% 6級, 11.7% 6級, 10.4%

7級, 3.8% 7級, 4.2% 7級, 5.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成31年度の構成比 1年前の構成比 ５年前の構成比
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（2）　国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（平成31年4月1日現在）

(3)昇給への人事評価の活用状況(御前崎市)

イ　人事評価を活用している

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ(一律)

ロ　人事評価を活用していない

活用予定時期

４　職員の手当の状況

（1）　 期末手当・勤勉手当

千円 千円

　（平成30年度支給割合） 　（平成30年度支給割合） 　（平成30年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

1,326

2.60

(1.45)

　1人当たり平均支給額（平成30年度） 1人当たり平均支給額（平成30年度）

　（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　 　 5～20%

平成31年4月2日から令和2年4月1日
までにおける運用

御前崎市

御前崎市 国

管理職員 一般職員 管理職員 一般職員

令和3年度

〇 〇

静岡県 国

－
1,766

〇 〇

令和3年度

一般職員 1.85 2.60 1.85 2.60 1.85

(0.90) (1.45) (0.90) (1.45) (0.90)

　（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算    　5～20%
・管理職加算　20～25%

　（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算    　5～20%
・管理職加算　10～25%

　（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。
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○勤勉手当への人事評価の活用状況(一般行政職)　　　(御前崎市)

イ　人事評価を活用している

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

標準、下位の区分

標準の区分のみ(一律)

ロ　人事評価を活用していない

活用予定時期

（２）　 退職手当 （平成31年4月1日現在）

（支給率） （支給率）

勤続20年

勤続25年

勤続35年

最高限度額

その他の加算措置       役職加算 その他の加算措置       定年前早期退職特例措置

　 定年前早期退職特例措置 　 （割増率　2～45％）

1人当たり平均支給額

(注） 退職手当の1人当たり平均支給額は、平成30年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均です。

（3）　 地域手当 （平成31年4月1日現在）

＊医療職給料表（一）の適用を受ける職員のみ対象

（4）　 一般職・消防職に係る特殊勤務手当（平成31年4月1日現在）

千円　　

円　　

％　　

市税事務に従事する職員の
特殊勤務手当

不快な業務に従事する職員の
特殊勤務手当

普通税務手当

普通会計関係職員全体に占める手当支給職員の割合（平成30年度）

手当の種類

種類

消防業務及び救急業務に従事する職員の
特殊勤務手当

消火作業手当

潜水業務手当

救助業務手当

全地域

〇

月分 24.586875 月分19.6695

自己都合

令和元年度中における運用

御前崎市

一般職員 管理職員

〇 〇 〇 〇

御前崎市 国

管理職員

〇 〇 〇

一般職員

月分 24.586875

応募認定・定年

28.0395 月分 33.27075

勤続20年

国

定年 自己都合

19.6695

39.7575 月分 47.709 月分

月分

28.0395 月分 33.27075 月分 勤続25年

47.709 月分 最高限度額 47.709

月分

39.7575 月分 47.709 月分 勤続35年

月分 47.709 月分

1,427千円 21,103千円

16% 15 16%

47.709 月分

全　　　職　　　員

17,712千円

1,180,800円

支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

区　　　　　　分

支給実績（平成30年度決算）

支給職員1人当たりの平均支給年額（平成30年度決算）

支給対象地域

3,773

59,889

支給実績（平成30年度普通会計決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（平成30年度普通会計決算）

　　１件につき300円

16.6

10種類

名称 左記職員に対する支給単価

　　１件につき300円

　　１件につき300円

行旅死亡人取扱手当 　　１件につき3,000円

傷病者取扱手当 　　１件につき300円

夜間特殊業務手当 　　１日につき500円

資格手当 　　1月につき4,000円

　　１日につき150円

特別税務手当 　　１日につき250円

行旅病人取扱手当 　　１件につき1,000円
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（5）　 医療職に係る特殊勤務手当（平成31年4月1日現在）

（6）　 時間外勤務手当

職員１人当たり平均支給年額（平成29年度普通会計決算)

支 給 実 績（平成30年度普通会計決算) 80,358 千円　　

職員１人当たり平均支給年額（平成30年度普通会計決算) 340,500 円　　

手当の名称

保健衛生業務に従事する職員の
特殊勤務手当

保健衛生業務に従事する職員の
特殊勤務手当

支 給 実 績（平成29年度普通会計決算)

感染症防疫作業手当

早番・遅番勤務手当

死体解剖補助業務手当 1体につき1,100円

主な支給対象 左記職員に対する支給単価

医務手当
【医師】　 　職位による
【技師、看護師】　　10,000円以内（月額）
【介護員】　　5,000円以内（月額）

医師特別手当 【医師】　　月額3,300～308,600円

診療手当

【医師】
前々月の診療収入から前々月の材料費を控
除した額の100分の2に相当する額を限度に別
に規則で定めた額

夜間看護手当

深夜における勤務時間が6時間以上かつ連続
して勤務が13時間を超える場合
　　　1回につき8,500円
深夜における勤務時間が6時間以上13時間以
下である場合　　1回につき8,100円
深夜における勤務時間が4時間以上6時間未
満である場合　　1回につき4,100円
深夜における勤務時間が2時間以上4時間未
満である場合　　1回につき4,000円

正規の勤務時間の開始が午前6時から午前7
時前の場合　　　1回につき500円
正規の勤務時間の開始が午前7時から午前8
時15分前の場合　　　1回につき350円
正規の勤務時間の終了が午後7時から午後8
時の場合　　　1回につき500円
正規の勤務時間の終了が午後8時後から午後
9時の場合　　　1回につき1,000円
正規の勤務時間の終了が午後9時後から午後
10時の場合　　　1回につき1,500円

1日につき350円

死体検案業務手当
1体につき
【医師】　 　7,500円
【医師以外の職員】　　　2,500円

78,661 千円　　

340,524 円　　
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（7）　 その他の手当（平成31年4月1日現在）

5　特別職の報酬等の状況（平成31年４月１日現在）

　（平成30年度支給割合）

月分

　（平成30年度支給割合）

月分

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職年×支給率500/100

給料月額×在職年×支給率300/100

(注） 退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

類似団体の平均については、平成30年4月1日現在の数値です。

市長・副市長

議長・副議長・議員

300,000円

期末
手当

4.45

3.45

退
職
手
当

市　　　 　　　長

管理職員
特別勤務手当

区　　　　分

市　　　 　　　長

副　 　市 　　長

議　　　　　 　長

副　　 議　 　長
報
酬

給
料

議　　　 　　　員

 手当名

管理職手当

扶養手当

住居手当

通勤手当

単身赴任手当

宿日直手当

課長補佐級　48,000円

内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
(平成30年度普通会計決算)

平均支給年額
（平成30年度普通会計決算）

764,155円
参事級　66,000円

課長級　63,000円

部長級　71,000円

異 支給額 54,255千円

配偶者：6,500円

同 － 29,520千円 248,067円
子：10,000円

交通用具利用

上記以外：6,500円

特定期間の加算：5,000円

借家：27,000円(限度額) 同 － 21,750千円

　 〃 　25～30ｋｍ：15,800円

　 〃 　30～35ｋｍ：18,700円

　 〃 　35～40ｋｍ：21,600円

　 〃 　40～45ｋｍ：24,400円

交通機関利用：実費 同 －

22,444千円 77,931円

　 〃 　10～15ｋｍ： 7,100円

　 〃 　15～20ｋｍ：10,000円

　片道　 2～ 5ｋｍ： 2,000円

同 -

　 〃 　  5～10ｋｍ： 4,200円

　 〃 　20～25ｋｍ：12,900円

　 〃 　45～50ｋｍ：26,200円

　 〃 　50～55ｋｍ：28,000円

　 〃 　55～60ｋｍ：29,800円

　 〃 　60km～　　：31,600円

日額　4,400円 同 - 932千円 5,038円

定額　30,000円
(赴任地からの距離　片道60km以上）
赴任地までの距離に応じて加算額あり

同 － 816千円 408,000円

給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

御前崎市 類似団体における最高／最低額

管理職員が週休日や平日深夜等に勤務した場合
部長・課長級　12,000円（6,000円）
課長補佐級　　10,000円（5,000円）
※（　）内は平日深夜の場合

同 - 2,191千円 42,135円

　　　　 　　985,000円 ／ 648,000円

680,000円  　　　　　  790,000円 ／ 450,000円

860,000円

390,000円 　　　　　　 500,000円 ／ 304,000円

330,000円 　　　　　　 450,000円 ／ 264,000円

　　　　　　 420,000円 ／ 249,000円

17,200千円 任期毎

8,160千円 任期毎副　 　市 　　長

275,316円
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6　職員数の状況

（１）　 部門別職員数の状況と主な増減理由

人口一万人当たり職員数 人

類似団体の人口一万人当たり職員数 人

人口一万人当たり職員数 人

類似団体の人口一万人当たり職員数 人

（注） １　職員数は一般職に属する職員数です。

２　[ ]内は条例定数の合計です。

３　類似団体の人口一万人当たり職員数については、平成30年4月1日現在の数値です。

 （2）　年齢別職員構成の状況（平成31年4月1日現在）

％

（3）　職員数の推移

部門別

年度

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

65

321

693

区　分

職員数

割合

～

56

51歳
～

48歳

未満

237 229

379 378 △ 1

合　　　計
702 714

△ 8

12

＜参考＞

教育

消防

公営企業等会計計

総合計

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

229215 225

8

1.12

普通会計計

一般行政部門

20歳

75

350

24歳
～

10.50

国保・介護

小　　　計

土木

教育

消防

小　　　計

一
般
行
政
部
門

小　　　計

農林水産

商工

区分

議会

総務

税務

民生

衛生

部門

普
通
会
計
部
門

計

（各年4月1日現在）

職　　員　　数 対 前 年
増 減 数

主な増減理由
平成30年度 平成31年度

3 3 0

17 18 1 市税収納率向上のため

84 75 △ 9 幼児教育部門との人員調整

67 65 △ 2 復職者再配置、退職自衛官を危機管理監として採用予定のため

22 22 0

11 12 1 御前崎ブランド認定品開発促進のため

6 7 1 ラグビーワールドカップ受入体制の充実のため

27 27 0

74 78 4 幼児教育と学校教育の連携強化、保育部門との人員調整

68

＜参考＞ 115.48

71 3 消防出張所の建設による消防体制の充実のため

142 149 7

7 7 0

300

0

11 12 1 介護支援体制の充実のため

13

[833] [833] [0]
＜参考＞ 人口一万人当たり職員数

69.96

312 12

323 336

公
営
企
業
等

会
計
部
門

20歳

5 5

病院

水道

下水道

52歳 56歳

74.24

218.13

60歳
計～

医療体制の充実のため

97.93

人

～～～～～
36歳 40歳 44歳28歳 32歳

714人

～
23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 47歳 55歳

61

10.78

以上

69 77 55 43

59歳43歳

104 82 76

6.02

8

1.127.8414.57 11.48 10.64 100%

31年度26年度 27年度 28年度 30年度

8.54 7.709.66

365 358

（単位：人）

過去5年間の
増減数（率）

379 28 8.0%

29年度

220

378

237 14 6.5%

372

233

7880 80 78 7474 -2 -2.5%

7155 60 60 68 16 29.1%

11.6%

9.7%714651 666

336

702

35301 301 313 323

63671

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

2
0
歳
未
満

2
0
～
2
3

2
4
～
2
7

2
8
～
3
1

3
2
～
3
5

3
6
～
3
9

4
0
～
4
3

4
4
～
4
7

4
8
～
5
1

5
2
～
5
5

5
6
～
5
9

6
0
歳
以
上

Ｈ31構成比

5年前の構成比
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7　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）　勤務時間の概要（標準的なもの）

（注) 勤務の特殊性により、上記と異なる勤務時間が運用される場合があります。

（２）　年次有給休暇の取得状況（平成30年1月1日～平成30年12月31日）

（注） 各日数は、平成30年1月1日から平成30年12月31日までの全期間に在職した市長部局の一般職の合計です。

（３）　育児休業等の取得状況

　① 育児休業

　② 部分休業

　③育児短時間勤務

（４）　介護休暇の取得状況

平成30年度新規取得者

14人

平成30年度取得者

平成30年度取得者

　介護休暇は、長期にわたって介護が必要な家族を介護するための休暇であり、連続する６月の範囲内で取得することができます。
　なお、介護休暇期間中は無給となります。

平成30年度取得者

11人

1人

8:15

年次有給休暇は、１年ごとに20日与えられ、20日を超えない範囲の残日数は、翌年に繰り越すことができます。

総付与日数

8541日

（年途中の退職・採用職員、育児休業職員、休職職員等を除く。）

　育児休業は、子が３歳に達する日までの期間を限度として勤務しないことができる制度です。なお、育児休業期間中は無給となります。

　部分休業は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため勤務時間の一部を勤務しないことができる制度です。部分休業により勤務しな

かった時間の給料は減額となります。

　育児短時間勤務は小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、1日につき3時間55分の勤務時間等の形態で勤務できる制度です。育児

短時間勤務中の給料月額は勤務形態に応じた額となります。

219人 10.9日 28.1%

17:00

始業時刻 終業時刻 休憩時間 １日の勤務時間 １週間の勤務時間

12:00～13:00 7時間45分 38時間45分

対象職員数 平均取得日数 消化率

2397日

28人

総取得日数
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（５）　病気休暇・特別休暇の概要（平成31年4月1日現在）

配偶者が出産する場合

配偶者の出産に伴い子の養育を行う場合

小学校就学前の子を看護する場合

要介護者を介護する場合

家族の看護をする場合

忌引の場合

父母の追悼のための特別な行事のため勤務しないことが相当であると認
められる場合

夏季休暇

災害により滅失した住居の復旧作業等の場合

災害又は交通機関の事故等により出勤が困難な場合

災害又は交通機関の事故等により通勤途上における身体の危険を回避
する場合

生理日において勤務することが困難な場合

妊娠中の女性職員が通勤に利用する交通機関の混雑により母体又は胎
児に影響を受ける場合

妊娠中又は出産後１年以内の女性職員が健康診査等を受ける場合

妊娠中の女性職員の業務が母体又は胎児の健康保持に影響がある場合

裁判員、証人、参考人等として官公署へ出頭する場合

骨髄提供のために必要な検査、入院等をする場合

社会に貢献する活動を行う場合（ボランティア休暇）

産前休暇

産後休暇

生後１年に達しない子の保育のために必要と認められる授乳等を行う場
合

　病気休暇・特別休暇の種類と期間は次の表のとおりです。休暇によって１日、又は１時間を単位として取得することができます。

休暇の理由

公務上、通勤による負傷、疾病の場合

１年で５日の範囲内の期間

結婚の場合

期間

病
気
休
暇

医師の証明書等に基づいて最小限度必要と認められる期間

１年を超えない範囲において医師の証明書等に基づいて最小限度必要と認
められる期間

90日を超えない範囲内において医師の証明書等に基づいて最小限度必要と
認められる期間

結核性疾患の場合

上記以外の負傷、疾病の場合

公民としての権利を行使する場合

２日の範囲内の期間

産前産後の期間内で５日の範囲内の期間

１年で５日（子が２人以上の場合は10日）の範囲内の期間

連続する５日の範囲内の期間

出産予定日前６週間（多胎妊娠の場合は14週間）

出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間

１日２回、それぞれ30分以内

１日以内

５月から１０月までの期間内において、週休日等を除き原則連続する３日の範
囲内期間

必要と認められる期間

１年で５日（要介護者が２人以上の場合は10日）の範囲内の期間

１年で3日の範囲内の期間

10日の範囲内でそれぞれ定める期間

１日を通じて１時間を超えない範囲内で、必要な時間

１回につき必要な時間

適宜休息し、又は補食するために必要な時間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

２日の範囲内でその都度必要と認められる期間

必要な期間

必要と認められる期間

公務に支障がないと認めるときにその有効期限を定めて与える

特
　
別
　
休
　
暇

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

妊娠中の女性職員が妊娠に起因する障害のため勤務することが困難な
場合

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による感染
症予防上必要な措置

組合休暇
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8　職員の分限及び懲戒処分の状況（医療職を含む。）

（１）　分限処分

（２）　懲戒処分

9　職員の研修の状況

(１) 派遣研修

　 静岡県、（公財）静岡県市町村振興協会など各種研修機関への派遣

(2) 職場研修

　 ア　委託研修

法制執務研修、コンプライアンス研修、メンタルヘルス研修、課長職研修などの開催

イ　自主研修

職場内の講師による新規採用職員研修、新規採用予定者研修などの開催

管理・監督者が日常業務を通じて行う職場研修など

(3) 広域合同研修

　 菊川市、牧之原市との3市合同による階層別研修、専門研修などの開催

(4) 自己啓発

　 外部教育機関講座の活用　など

21

　懲戒処分とは、法令に違反した場合等、職員の職務上の義務違反に対して、任命権者が、公務員の秩序を維持するために行う制裁的処分で、免

職、停職、減給及び戒告があります。

　分限処分とは、職員の勤務実績がよくない場合や心身の故障など、その職責を十分に果たすことができない場合に、職員の意に反して行う、不利

益な身分上の処分で、免職、休職、降任、及び降給があります。

平成30年度処分者数

休職

平成30年度処分者数

0 人 0人 0人

免職 降任 降給

免職 減給 戒告

0人 0人 0

停職

0人
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